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（１）外部人材登用の基本方針（案）について

芦屋町

出資

（法人格を有する組織）

・施設の管理運営
・施設に関連する事業の
展開

・観光案内
・観光オペレーション
・プロモーション
・イベント 等

・海浜公園
・緑地帯
・海辺のプロムナード
・パブリックスペース 等

各施設 観光事業の実施 公益部分

芦屋町

施設の補修等
施設所有者としての役割 事業補助

指定管理料または
業務委託料の支払い

管理運営組織

観光部門 パブリック部門事業部門

事務局

施設運営事業者
（指定管理事業）
との連携

芦屋町

観光協会

商工会

学術機関
（大学 等）

農協

遠賀漁協

金融機関
（芦屋町金融団）

町内施設の
指定管理者

芦屋釜の里

（任意組織）

観光プロジェクト会議
（仮称）

・町内人材・組織のネットワーク化
（ヒト・コト・モノを繋げる）
・情報共有
・町の観光推進戦略の立案・評価 等

管理運営組織

・・・

町内
団体・企業

町内
団体・企業

● 将来目指すべき管理運営組織のイメージ図を整理しました。

【管理運営組織体制の考え方】

⚫持続可能な組織運営が可能（自走化）となることや、法人格を有する組織を目指します。行政は各施設の補修や観光事業の事業補助、

公益部分に対する業務委託料などで支援することとなります。

⚫また、行政は管理運営組織や町内団体等と観光推進戦略の観点で連携できる関係として、任意組織を形成することを目指します。

⚫既存地域組織と管理運営組織との連携や融合については、今後検討していく必要があると考えられます。

１）管理運営組織イメージ図（将来像）
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● 管理運営組織の設立当初は組織を形成するための人材が必要不可欠となります。

● 管理運営組織でキーパーソンとなるマネージャー人材には、専門的かつ高度な経験とスキル、全体をマネジメントできる能

力が求められます。

● マネージャーを補佐するリーダーも含め、組織設立のために、行政は人材登用に要する経費を負担する必要があります。

（１）外部人材登用の基本方針（案）について

・全体の事業マネジメント
・各施設（運営事業者）間との調整、連携
・地元事業者や町内関係団体との連携
・専門的な技術や知識の継承（人材育成）

など

管理運営組織

観光部門 パブリック部門

・マネージャーが担う役割を
分担、サポート

・施設の管理運営
・施設に関連する事業の展開

各施設

事業部門

マネージャー人材
（プロジェクトマネージャー）

リーダー人材
（マネージャー補佐）

・観光案内
・観光オペレーション
・プロモーション
・イベント 等

観光事業の実施

・海浜公園
・緑地帯
・海辺のプロムナード
・パブリックスペース 等

公益部分

・・・・・・事務局

２）管理運営組織イメージ図（設立当初）
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● 管理運営組織でキーパーソンとなるマネージャー人材は、専門的かつ高度な経験とスキル、全体をマネジメントできる能力

が求められるため、一定期間外部から優先的に登用していく必要があります。

● リーダー人材（マネージャー補佐）はマネージャー人材（プロジェクトマネージャー）を登用後に、具体的な役割や立ち位

置を整理し、効果的な登用方法を検討していく必要があります。

● マネージャー人材（プロジェクトマネージャー）に求める役割（公募要件）として次のとおり整理しました。

（１）外部人材登用の基本方針（案）について

【マネージャー人材に求める役割の考え方】

⚫ 管理運営組織の設立及び法人化

⚫ 持続可能な組織運営が可能となる事業の立案（各施設管理を含む）及び実施

⚫ 技術や経営ノウハウ等の知識の継承（町内人材育成）

⚫ 一定期間（4年以上）の定着

３）マネージャー人材（プロジェクトマネージャー）に求める役割（公募要件）

施設名 ／ 年度 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

芦屋港活性化エリア

組織形成

人材登用

開業準備期間（工事と並行）

設計・工事等

組織設立・法人化組織形成に向けた準備・調整 開業／組織育成～組織自走化

各施設の管理運営事業者選定・決定

外部人材登用（マネージャー人材）

図 人材登用と組織形成のイメージ

●開業

リーダー人材（マネージャー補佐）の登用
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● 外部からの人材登用方法として、①一般公募、②民間企業からの人材派遣に分け、その概要を次のとおり整理しました。

（１）外部人材登用の基本方針（案）について

【マネージャー人材の登用方法の考え方】

⚫ 外部人材登用方法は、一般公募よりも民間企業からの人材派遣の方が効果的であると考えられます。

⚫ 外部人材登用方法は「民間企業からの人材派遣」を優先とし、民間事業者の参入意向が難しいと判断した段階で、一般公募に

切り替えて、人材の確保を行うことが望ましいと考えられます。また、国の人材派遣制度を効果的に活用することが望ましいと考えら

れます。

一般公募
民間企業からの人材派遣

（国制度「地域活性化起業人制度」など）

概要

•全国からやる気や関心がある方を広く募集できる。

•応募者の中からしか選定できない。変更できない。

•個人力量では実現が難しく、頓挫するリスクがある。

（事業担保がとれない。）

•全国からやる気や関心がある企業を広く募集できる。

•企業の中から条件に合う人材を選定することができる。

（変更することもできる。）

•個人力量では実現が難しくても、企業のフォロー体制がある。

（事業担保がある）

・国の財源措置（一部）がある。

登用条件の詳細を検討・登用に向けた調整

（企業派遣の意向を示した事業者と調整）

一般公募 人材選定

事業者の意向がない場合

【一般公募】に切り替え 公募に向けた
調整

事業者に対して、企業派遣の意向有無を確認

※1号上屋利活用に関する公募型サウンディング調査と

あわせて、事業者の意向を確認

R3年度 R4年度

10月～12月 1月～3月 4月以降～

●人材登用

（登用開始時期は、企業派遣の

意向を示した事業者と調整）

●人材登用

（登用開始時期は、本人と調整）

４）外部人材登用の方法
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（１）外部人材登用の基本方針（案）について

５）外部人材登用の基本方針（案）について

○芦屋港活性化事業におけるエリアマネジメントを担う運営組織の形成にあたっては、専門的かつ高度な経験とスキル、

全体をマネジメントできる能力を有した人材を登用する。また、外部からの人材登用にあたっては、国の人材派遣制

度を効果的に活用することが望ましい。この場合、より優れた人材を確保するため、国の人材派遣制度に芦屋町独

自の上乗せ措置を講じるなど柔軟に対応することが望ましい。

（１）外部人材及び人数 登用する人材は複数とし、それぞれの役割に応じて段階的に登用する。

①プロジェクトマネージャー（責任者） １名 ②リーダー（マネージャー補佐） 複数名

（２）登用期間

①プロジェクトマネージャー（責任者） 令和４年度から令和７年度（４年間）

②リーダー（マネージャー補佐） 令和４年度以降随時、それぞれ３年間

（３）プロジェクトマネージャーに求める役割（公募要件）

①エリアマネジメントを担う運営組織の設立及び法人化

②持続可能な組織運営が可能となる事業の立案（各施設管理を含む）及び実施

③技術や経営ノウハウ等の知識の継承（町内人材育成）

④登用期間中は芦屋町に定住

（４）登用方法

①プロジェクトマネージャー（責任者）

基本的な考え方として民間企業からの人材派遣を優先とし、マッチングが整わない場合は一般公募とする。

②リーダー（マネージャー補佐）

プロジェクトマネージャー登用後に必要な補佐役として、具体的な役割や立ち位置を整理し、効果的な登用

方法にて採用する。
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（１）外部人材登用の基本方針（案）について

地域おこし協力隊 地域プロジェクトマネージャー 地域活性化起業人

町活用

状況

•平成28年度に2名採用

•令和3年度に1名採用

•なし •なし

所管
•総務省（平成21年度創設） •総務省（令和3年度創設） •総務省（令和3年度創設（平成26年度～令和

2年度までは地域おこし企業人制度として推進））

概要

・

特徴

•都市地域から過疎地域等の条件不利地域に住

民票を移動し、生活の拠点を移した者を、地方公

共団体が「地域おこし協力隊」として委嘱。

•一定期間、地域に居住して、地域ブランドや地場

産品の開発・販売・PR等の地域おこしの支援や、

農林水産業への従事、住民の生活支援などの

「地域協力活動」を行いながら、その地域への定

住・定着を図る。

•地方自治体に対する国の交付金措置として実行

されるので地元自治体の負担はない。

•基本的には期限付き公務員として、常勤公務員

の下に配属される形式になる。

•地方公共団体が重要プロジェクトを実施する際、

外部専門人材、地域、行政、民間の関係者間を

橋渡ししつつプロジェクトをマネジメントできる「ブリッ

ジ人材」を登用するもの。

• 3大都市圏内又は3大都市圏外都市地域から、

条件不利地域へ住民票を異動（地域おこし協

力隊と同様）

•地域おこし協力隊では入ってこられなかった「中堅

層」を求めるもの。

•求められるのは、行政のルールや常識をわかった上

で、民間の仕事の進め方も知っている人。もしくは

理解しようと歩み寄ることのできる人。

•民間企業に所属したまま地域に入って活動できる

制度。

•地方自治体が民間企業などに勤める社員を、半

年以上3年以内の期間継続して受け入れ、起業

人は地域独自の魅力や価値の向上、安心・安全

につながる業務に従事する。

•地域活動に従事するのは、協力隊と同様だが、自

治体の公募に興味を持った企業が自治体と接点

を持ち、対話を進めることから活動がスタートする。

•自治体と企業が、共に何を成し遂げたいのかを明

確にし、具現化する必要がある。

•自治体と企業が協定を締結する。

助成

•地方財政措置

•隊員の活動に要する経費；440万円/人（上

限）

•上記のほか、起業・事業承継に要する経費の助

成あり

•地方財政措置

•雇用に要する経費；650万円/人（上限）

•特別交付税措置

•派遣元企業に対する負担金など受け入れに要す

る経費；560万円/人（上限）

•上記のほか、受入準備にかかる経費、起業人が

発案した事業に要する経費の助成あり

任期 •概ね1年以上3年以下 •概ね1年以上3年以下 • 6ヶ月～3年

６）参考資料：国の人材派遣制度の概要
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（１）外部人材登用の基本方針（案）について

６）参考資料：地域活性化起業人制度の概要


